
2010.10 No.2452010.10 No.2452010.10 No.245



CONTENTS 〈目次〉�

●巻頭言 �
 政策評価雑感�
　－アウトカム志向への転換を－                   櫻庭英悦       1�
�
●成果紹介�
 農産物直売所の売れ残り・売り切れを防ぐ�
　―直売所における残品・欠品の発生状況と�
　　改善方策― 吉田晋一 2�
�
 消費者ニーズ探索のための�
　商品評価分析システム�
     ―ロジスティック回帰モデルを利用して―�
 　 下山　禎 4�
�
●研究の広場  �
 水田の畜産利用(1)�
　水田の畜産利用の意義と放牧技術　 千田雅之        6�
�
 新品種の普及に向けた社会科学者の挑戦！�
　－黒大豆新品種「クロダマル」の�
　普及に向けた取り組み－ 後藤一寿 8�
�
●自著紹介�
 青果物購買行動の特徴と店頭マーケティング 　             �
   梅本　雅     10�
●現地便り�
 先進的JAの青果物販売：営業と産地組織�
  森江昌史 11�
�
 地域伝統野菜「清水森ナンバ」復活への�
　取り組み 中田嘉博 12�
�
�

2010.10 No.245



1

巻頭言� 政策評価雑感－アウトカム志向への転換を－�

農林水産省大臣官房情報評価課長  �
�

櫻庭英悦（さくらば えいえつ）�

              �

 

　情報評価課について、読者諸兄には馴染みが少

ないかと思いますが、「食料・農業・農村白書」の

作成、政策評価、IT戦略や省内情報ネットワーク、

広報、図書館などの業務があります。本稿では、

８月末にまとめられた政策評価策定過程で感じた

ことについて述べさせていただきます。�

　現在の財政状況の改善なり、行政機関に対する

透明性の確保を図るために、昨年来「政策評価」

の在り方の検討が求められています。一般に、政

策評価の目的としては、①政策に関する意思決定

の改善、②資源配分の最適化・効率化、③納税者

への説明責任の向上があげられています。意思決

定の改善とは、これまでの投入（インプット）型

行政から成果志向（アウトカム）型行政への転換

を図り、前例主義の意思決定から戦略的意思決定

へと転換することです。特に、政治主導の行政シ

ステムにとって、このような政策評価が意思決定

者の重要な判断材料となります。�

　つぎに、資源配分の最適化・効率化とは、財政的、

人的、物的のみならず意思決定の迅速性や情報流

通の円滑化にも資する最適で効率的な資源の再配

分の実現です。政策評価は予算要求と一体的に行

われますが、政策目標を達成するための事業予算

のほか組織や人員の再配分も対象となります。�

　最後に、納税者への説明責任の向上ですが、こ

れは言うまでもなく、税金に見合うだけの価値あ

る行政サービスを行っているのか等々について、

国民の判断をいただくための情報開示による行政

の徹底的な透明化を図ることです。�

　今回の政策評価は、食料・農業・農村基本計画

等の農林水産行政の基本となる各計画とリンクし

た形で、それぞれの中目標と政策分野を置き、そ

れを実現するための個別政策とその目標を分かり

やすく体系化しました。次年度からは、この目標

の達成度合を明示し、なぜ出来たのかあるいは出

来なかったのか、その要因を明らかにし、すべて

を国民に公表していくことになります。これが、

昨年秋に今後の導入が決定された「政策目標達成

明示制度」の趣旨です。�

　ところで、アウトプットとアウトカムの違いは

すでにご存知のことと思います。例えば、食料自

給率の10％向上がアウトカムであり、土地改良事

業での地区数はアウトプットということになります。

試験研究の立場では、学会報告や論文数はアウトプッ

トで、当該研究で社会経済的な変革をもたらすの

がアウトカムとでもなりましょうか。�

　このたびの政策評価策定の過程では、このアウ

トカムを個々の政策分野で政策目標とリンクする

ことにかなり苦労しました。これまでの行政スタ

イルがアウトカム志向になっていなかったことを

痛感しています。�

　ところで、最近の農業経営研究はどのような状

況でしょうか。社会科学は自然科学とは異なります。

最大の特徴は、アウトカム目標から出発し、外部

要因も考慮した原因と結果の連鎖過程での理論を

明らかにし、直接的あるいは間接的、短期あるい

は中長期の成果（改善効果）を得るロジックモデ

ルを丹念に追及することにあるかと思います。�

　農業経営研究は、自然科学研究には乏しい、ま

さに戦略志向的なアウトカム研究として、今後と

もその成果を期待しています。（農林水産省政策評

価 http://www.maff.go.jp/j/assess/index.html）�
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農産物直売所の売れ残り・売り切れを防ぐ�
�
－直売所における残品・欠品の発生状況と改善方策－��

成果紹介�

　農産物直売所では品目ごとに日々残品（売れ残り）や欠品（売り切れ）が発生しています。これを改善す
るには、①残品・欠品の発生状況に注意し、②需要量を推測し、③複数の作型・販路を組み合わせる等によ
り、需要に的確にあわせた生産・出荷を行うことが重要です。�

近畿中国四国農業研究センター・地域営農・流通システム研究チーム・研究員　�
岡山県生まれ　岡山大学大学院博士後期課程修了�

専門分野は農業経営学�

�

吉田晋一（よしだ しんいち）�

図１　日別の出荷・販売状況（直売所Ａ・2007年・ナスの例）�

１．直売所の課題は？�

　農産物直売所の課題の一つとして「品目数、数
量の確保」が挙げられており、欠品（売り切れ）
の発生が窺われます。しかし一方では、残品（売
れ残り）が多量に発生している直売所も見られます。�
残品は出荷者にとってロスとなり、収益性の悪化、
意欲の低下が危惧されます。一方、欠品となれば、
直売所と出荷者は売るチャンスを逃してしまいま
すし、来店者は買いたい物が買えないため客離れ
にもつながりかねません。�
　そこで、残品と欠品の発生が顕著と思われる直

売所Ａを主な対象として、日々の残品・欠品の発
生状況を分析し、その改善方策を検討しました。�
�
２．直売所では残品と欠品の両方が発生！�
　(1)品目・日によって過剰になったり不足したり�

　直売所Ａでは年間15万点が出荷され、うち６万
８千点（45％）が残品となっていました。一方で、
一日平均30.2品目出荷され、うち7.7品目（25％）
が欠品となっていました。つまり、直売所では全
品目が常に過剰あるいは不足なのではなく、品目
ごとに日々過剰になったり不足したりしています。�
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図２　需要量の推測結果�
（直売所Ａ・2007年・トマトの例）�

※残品が発生した７月中旬～８月上旬は販売点数を需要点数とする。�

�
�
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　(2)なぜ残品と欠品が発生するのか？�
　このような残品と欠品は主に季節と平日・休日
による需要と供給の変動のために発生します。つ
まり、消費（需要）に比べ出荷（供給）は旬に集
中しがちです。また、買い物（需要）は休日に集
中しますが作物の生育（供給）に休日は関係あり
ません。このため残品は旬の平日に、欠品は旬以
外の特に休日に多く発生していました（図１）。な
お、直売所Ａは①農業公園内にあり、特に休日の
来店者が多いこと、②出荷者は他の販路にほとん
ど出荷していないため、平日にも多く出荷される
傾向があると思われることから、残品と欠品の発
生が特に顕著であると推察されます。�
�
３．いつどれだけ出荷すればよいのか？�

　(1)売れ筋分析は有効ではない�

　直売所では売れ筋分析等がよく行われています。
各品目はその品目の旬に多く売れ、各月の売上高
上位（売れ筋）にはその時々の旬の品目が並びます。
しかし、上記のように旬には多くの残品が発生し
ている場合があります。このため生産・出荷を考
える際に、売上高等に着目した売れ筋分析だけを
参考とするのは有効ではありません。�
　(2)残品と欠品の発生に注意し、需要量を推測�

　直売所で生産・出荷を考える際には、残品と欠
品の発生状況（本質的には需要と供給のバランス）
に注意することが重要です。しかし、欠品した（売
り切れた）日には需要量（どれだけ必要だったのか）
が分かりません。そこで欠品した日の需要量を推
測する手法を考案しました。その概要は次の通り
です。�
　各品目の残品が発生した（売れ残った）日では、
一日の販売点数の概ね半数が売れる時刻が、直売所・
品目ごとにほぼ一定でした。この時刻をリターン
タイム（ＲＴ）とします。まず、残品が発生した
日についてＲＴの販売点数（説明変数）とその日
一日の販売点数（被説明変数）の関係を数式化（単
回帰分析）します。次に、この数式に欠品した日
のＲＴの販売点数を当てはめることによって需要
量を推測します。�
　この手法を使えば、いつどれだけ出荷すればよかっ
たのか分かり、次回の出荷・生産の参考にできます。
この手法を直売所Ａの2007年のトマトに適用した
ところ、出荷期間中の需要量は実際の販売点数の

131％と推測され、売るチャンスを約３割逃してい
たことが分かりました。特に８月後半以降の出荷
量が大幅に不足していました（図２）。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�

４．需要にあわせた生産・出荷をするには�

　このような需要にあわせて生産・出荷するため
には、複数の作型を組み合わせたりハウスを利用
する等により、出荷の分散化を図ることが重要です。
例えば、上のトマトの例では、次年度は抑制栽培
を拡大することが有効だと考えられます。�
　また、直売所の需要が平日に少ないことに対し
ては、平日の出荷先として卸売市場や学校給食向
けなど複数の販路を組み合わせることが有効だと
考えられます。一方、直売所の需要が休日に集中
することに対しては、卸売市場が日曜日に休みで
あることから卸売市場出荷者の直売所出荷を募る
ことも有効だと考えられます。�
　本成果は、直売所及びその出荷者が生産・出荷
の計画を練る際、あるいはその支援を行う際の参
考にして頂ければ幸いです。�
　今後は、「新たな農林水産政策を推進する実用技
術開発事業」において、需要量を推測する手法の
さらなる研究と検証を進め、使いやすいツールと
して提供することを目指します。�
�
＊本稿の詳細は、吉田晋一「農産物直売所における需給

ミスマッチに関する一考察」農林業問題研究、第174号、

pp.86-91を参照。�
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消費者ニーズ探索のための商品評価分析システム　�
�
－ロジスティック回帰モデルを利用して－�
�

成果紹介�

　商品開発の際に重要なことは、消費者は商品の何（色、大きさ、価格等）をどれくらい重要視しているの
か知っておくことです。そこで、重回帰分析やＣＳ（顧客満足度）分析などの手法よりも精緻に、また簡易
にモデルの構築が可能なエクセルによるロジスティック回帰分析ツールを作成しました。�

東北農業研究センター・東北地域活性化研究チーム・上席研究員�
青森県生まれ　岩手大学連合大学院博士課程修了�

専門分野は農産物マーケティング�

�

下山　禎 （しもやま ただし）�

�

１．消費者ニーズ探索手法の現状と課題�

　消費者ニーズ探索手法としてこれまで多くの多
変量解析やＣＳ（顧客満足度）分析等が利用され
てきました。しかし、モデルの統計学的な妥当性
が曖昧であったり、個々の変数の影響力が今ひと
つ明確ではないという難点があります。さらに、
それらの手法を用いるにしても専門的な統計学的
知識が欠かせません。マーケティングや社会科学
を専門分野としない、より現場に近い研究者にとっ
ては、データの取り方からモデルの構築、分析結
果の解釈の仕方まで簡易でかつ統計学的にも裏付
けのある分析手法が望まれていました。その１つ
の手法としてロジスティック回帰モデルが推奨で
きます。すでに、社会科学の分野でも利用される
ようになって久しいのですが、まだ認知度は低く
広汎に用いられるまでには至っていません。そこで、
簡易に使えるエクセルのマクロを利用した「商品
評価分析システム（ロジスティック回帰モデル分
析ツール）」とそのマニュアルを作成したので紹介
します。�
�
２．ロジスティック回帰モデルとは�

　ロジスティック回帰モデルは、「選択する」＝１、
「選択しない」＝０といった二値データを被説明変
数とし、消費者の意思決定に影響を及ぼす各要因

を説明変数とする解析法です。説明変数には定量
データ（数量、気温、価格など）のみではなく、
定性データ（男・女、白・黒、都市部・農村部など）
をモデルに組み込むことも可能です。そして、何
よりも便利なのは、計算結果からモデルそのもの
と個々の変数が統計学的に意味のあるものか（χ

二乗検定）、またその影響力はどれほどか（オッズ
比）が明示されることです。したがって、ロジス
ティック回帰モデルはモデルの構築が容易でしか
も分析結果が分かりやすく、汎用性の高い手法と
いえるでしょう。�
�
３．データの取り方と分析ツールの使い方�
　データの取り方を、リュウホウ（一般的に流通
している大豆）とすずさやか（東北農研の開発し
た青臭みのない大豆）を原料にした湯葉の「食味
試験」の例で説明しましょう。この試験の目的は、
湯葉の評価要因は何か、なかでもすずさやかの「青
臭み無し」という特徴は湯葉に加工しても有効な
のかを確かめることです。また、各評価要因の重
要度も併せて推計することにします。�
　その手順は、①すずさやかの湯葉をサンプルＡ、�
リュウホウの湯葉をサンプルＢ（コントロール）
として用意します。②50名の被験者に双方のサン
プルを比較してもらい、表１のような各評価要因



表２　事例の分析結果�

マップ上の圃場は各
種データとリンク

属性値に基づく
色分け

マップ上の圃場は各
種データとリンク

属性値に基づく
色分け

表１　アンケートのデータ形式�

図１　分析ツール　初期画面シート�
�
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および総合評価について、サンプルＢを基準に、
サンプルＡがよい場合には○、そうでなければ×
と回答してもらいます。③50名分の得られた結果
をExcel のワークシートに表１のように、○の回
答を１、×の回答を０として、１・０データに変
換して入力します。�
　④次にこのエクセルデータをロジスティック回
帰モデル分析ツールの「元データシート」にコピー
アンドペーストします。⑤分析ツールの「初期画
面シート」（図１）でそれぞれの変数名を記入し、
使用する変数にチェックマークをつけて「計算開始」
ボタンをクリックすると、マクロが働いて「分析
結果出力表」が表示されます。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
   �
４．分析結果の概要と利用の仕方�
　分析結果出力表には「基本統計量」の他、モデ
ル式と各変数の検定結果（χ二乗検定）が示され
ます。総合評価を消費者ニーズとして考えた場合、
オッズ比の大きな変数ほど消費者ニーズの重要な

構成要因ということになります。したがって、こ
の事例では表２のように、「見た目」「風味」「甘み」
の３つの変数がモデルに取り入れられましたから、
湯葉の評価にはこの３つの要因が大きく影響を及
ぼしていることが分かります。�
　当初、「すずさやか」の特徴として期待された「青
臭みなし」は、湯葉に加工した場合、評価される
要因ではないことが示されました。しかし、「風味」
「甘み」のオッズ比は10を上回っていますから、「す
ずさやか」の湯葉は「リュウホウ」よりも「風味」
「甘み」の点で極めて優れていることが分かります。
したがって、「すずさやか」の湯葉のマーケティン
グにはこの「風味」と「甘さ」を品質の肝と位置
づけた取り組みが求められます。�
　ロジスティック回帰モデルはこのような食味試
験の分析の他にも、天候、気温、曜日等を説明変
数にした直売所の売上予測や、借地料、面積、距
離等を説明変数にした田畑の貸借予測等、多様な
場面において適用可能です。�
　このように、本システムは回答者への負担が少
ない簡潔な調査方法と、専門的な知識がなくとも
操作可能な分析ソフトから構成されており、消費
者の商品に対する評価に強い影響を及ぼす要因が
抽出され、商品開発において重視すべき事項を明
らかにできます。�
�
＊本システムの詳細は「ロジスティック回帰分析ツール

マニュアル」（東北農業研究センター編）を参照。マニュ

アルとソフトウェアの入手は東北農業研究センター東北

地域活性化研究チーム（tel.019-643-3491）へお問い合わ

せください。�



１．水田の畜産利用推進の背景と課題�

　今日、わが国の農業は「豊かな国土があるのに、

食料や飼料の大半を海外に依存し、国内の農地利

用は低下し里山は荒れ果てる」という憂うべき状

況にあります。その原因の一つに農林地の畜産利

用が進んでいないことがあげられます。国民一人

あたり肉類の消費量は1970年の 18kgから 2005年

の 43kgに、牛乳乳製品の消費量は50kgから 92kg

に増加しているにもかかわらず、飼料作物の作付

面積は 74万 haから 91万 haへの増加にとどまっ

ているのです。なかでも水田の飼料作付面積は11

万haにすぎません。一方で、遊休農地は増加して

おり、2005年センサスによれば耕作放棄地は約38

万ha、不作付地（販売農家のみ）を加えると約59

万haに達します。農林地の管理放棄は、食料自給

力（食料生産基盤）の低下や農村景観の悪化にと

どまらず、火災などの災害や不法投棄などの犯罪、

獣害の増加などに問題を広めています。�

　他方、輸入飼料に依存した畜舎での過密な家畜

飼養は、家畜排せつ物の集積など畜産に対するイメー

ジを低下させるとともに、飼料のグローバルな移

動に伴う疾病感染のリスクを高めています。また、

穀物の燃料利用の推進や中国・インドなど大国の

経済成長に伴う畜産物消費の増加により、飼料の

国際価格は高止まり傾向にあり、収益面からも国

内の飼料資源の活用が模索されています。�

　このように、農林地資源の保全、畜産経営の改

善の両面から農林地、とりわけ水田の畜産利用は

喫緊の課題です。湛水構造を有し小耕地の分散す

る水田圃場と飼料作など畜産利用は相容れない側

面がありますが、飼料用稲の生産技術や給与技術

の開発、機動的な放牧利用を可能にする電気牧柵

等の普及により、水田の畜産利用の技術的条件は

整いつつあります。そこで、今回から放牧、稲発

酵粗飼料、飼料米生産など水田（付随する里山も

含む）の畜産利用を紹介します。�

　ところで、水田の畜産利用は、技術開発のみな

らず、生産調整等施策の影響を強く受け、水田作

経営と畜産経営の連携のあり方にも左右されます。

このため、経営研究には、技術の経営評価にとど

まらず、経営効果を発揮するための施策や耕畜連

携のあり方の提示等が期待されます。さらに、技

術開発や技術普及、施策は品目別に実施されてい

ますが、経営体においては各品目は選択肢の一つ

であり、様々な畜産利用技術や他の作物と組み合

わせて合理的な営農モデルを模索しています。そ

こで、水田の畜産利用技術等を活用した新たな営

農モデルの提示や実証も経営研究の重要な役割です。

こうした点を踏まえて水田の畜産利用の経営的意

義やモデル、及びそれらの普及定着条件を述べます。�

�

２．水田の放牧利用－放牧技術の特徴－�

  今回は放牧技術の特徴と営農面から見た意義を、

中山間地域の事例にもとづいて紹介します。�

　家畜の放牧飼養は、野草や牧草など飼料資源の

ある圃場や里山に、草食家畜を放し飼いし、家畜

�
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表　放牧畜産（繁殖牛の放牧飼養による子牛生産）の収益性�

自らに飼料を採食させ、その場に排せつさせる家

畜飼養方式であり、土地利用方式でもあります。

家畜の畜舎飼養と比較すると、飼料の収穫・運搬・

家畜への給餌、家畜排せつ物の処理、堆肥の圃場

運搬・散布作業が削減されます。また、収穫機械

や飼料の保管場所、牛舎、堆肥舎などの施設が放

牧導入により節約されます。放牧に必要な投資は、

牧草の播種・鎮圧・施肥用の機械と牧柵資材程度

です。したがって、飼料利用及び土地利用、家畜

飼養のいずれの面でも、放牧は労働や機材、資材

投入量の少ない典型的な低投入型技術です。�

　今後、農業労働力の一層の減少が懸念される中で、

省力的な農地管理技術が必要になります。しかし、

急傾斜地や小区画圃場の多い中山間地域では、機

械化による省力管理には限界があります。これに

対して、放牧は地形や圃場条件を問わず広い農林

地を省力的に管理できる汎用性のある技術です（図）。

また、圃場周囲の畦畔や農道、里山の野草など機

械では収穫できない農村のバイオマス資源を飼料

として有効に利用することも可能です。　　　　

　　�

　�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

３．水田里山を利用した放牧畜産の収益性�

　表は、中山間地域の３タイプの放牧畜産の収益

性等を比較してみたものです。いずれも繁殖和牛

を放牧飼養し、子牛を生産販売する畜産経営です。

Ａ牧場は 50a 程度の稲作と 4頭の繁殖牛を飼養す

る中山間地域の一般的な複合経営。B牧場は農林

地保全のために放牧畜産を開始した経営。繁殖牛

を周年放牧飼養し、成牛舎やベーラー等の機械を

保有していません。C牧場は離島の牧野を利用し

て多頭数の放牧畜産を営み、採草は行っていません。

B牧場、C牧場ほど放牧依存度が高く、牛１頭あ

たりの投入労働時間の少ない粗放的畜産といえます。

また、家畜管理を含む10aあたり投入労働時間も、

放牧依存度の高い経営ほど少なく、中国地域の稲

作平均の39時間を大きく下回ります。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　A牧場では放牧導入前と比べて、耕作放棄水田

が活用され始めるなど管理面積が拡大する一方で、

労働時間が減少し 1日あたり労働報酬が向上して

いることがわかります。生産費調査によれば、米

価の低落によって中国地域の稲作は労働報酬を産

み出せないほど収益性が低下しています。これに

対して、放牧畜産では労働報酬が確保され、より

粗放な放牧畜産ほど労働報酬額が高い点が注目さ

れます。�

　畜産部門だけでは家計費のすべてを賄うことは

できませんが、家計を補充する部門として、耕作

条件の困難な中山間地域の農林地を保全管理する

手法として、放牧畜産は有力な営農方式と見るこ

とができます。農業労働力の減少が顕著で地代が

低下する社会情勢のもとでは、稲作のような資本・

労働集約技術よりも、放牧のような低投入型（土

地集約）技術の方が、農林地資源を効率的に管理

するうえで有利になるのです。 
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図　56筆140aの棚田を、67歳の女性一人で繁殖牛�
　　３頭の放牧飼養により管理（大分県宇佐市）�



１．農商工連携の素材となる新品種の売り込み�

　閉塞感漂う食品業界において、話題性のある新

品種の活用や新商品開発は、新たな市場を開拓し、

地域を活性化する有効な手段として期待されてい

ます。同時に、農業・農村社会においても新品種

などの活用による高付加価値の獲得をめざし、直

売所や道の駅を中心にあらゆる商品が開発され販

売されています。これらの地域活性化効果を期待

して推進されているのが、農商工連携事業であり、

農業・農村の６次産業化です。�

　地域活性化の手段としての新品種の活用を期待し、

農研機構では様々な新品種の開発と普及へ向けた

活動を実施しています。特に、食品企業などの実

需者や消費者の動向を的確に把握し、より社会に

求められる品種を生み出すために、品種開発など

の技術開発研究者と、経営研究やマーケティング

リサーチを得意とする社会科学研究者がタッグを

組んで普及を目指す取り組みが重要となってきて

います。そこで、農研機構が開発した黒大豆新品

種「クロダマル」を普及させた経験を元に、新品

種の普及へ向けたポイントを整理します。�

�

２．業界が待っていた新黒大豆「クロダマル」�

　黒大豆はおせち料理に欠かせないお正月のおめ

でたい食材というイメージから、縁起の良い食材

として、日本食文化に定着しています。このよう

な黒大豆ですが、日本国内では、北海道および関

西（丹波黒豆）での生産が中心であり、九州向け

の品種が待望されていました。�

　平成18年ころ、大分県のある豆腐メーカーより、

九州向け黒大豆の新しい品種がないか相談を受け、

暖地で栽培可能な「クロダマル」を紹介するとと

もに大分県、福岡県で産地化に挑戦しました。�

　大豆産地拡大のためには、行政機関の支援や後

押しも必要ですが、まずもっとも重要なのがメーカー

の需要の掘り起こしです。そのために私たちは大

豆関連の産業展への参加や国産大豆サミットの主催、

業界団体への働きかけなどにより、多くの食品関

連企業に新品種「クロダマル」の紹介を行いました。

食品企業の開拓およびマーケティングリサーチを

私が担当し、生産農家の拡大を、水田作経営およ

び水田農業政策が専門の笹原主任研究員（現中央

農業総合研究センター）が担当しました。そして、

新品種の普及を効果的に進めるために、黒大豆市

場の分析、加工企業のニーズ解析、生産農家の意

識調査などを行うとともに、これらの取り組みを

通して様々なデータを収集し、積極的に企業へ情

報提供を進めました。�

　研究を開始して 2年目に大きな出会いがありま

した。クロダマル産地を拡大するきっかけを作っ

てくれた企業、熊本県に本社を置く豆菓子メーカー

S社です。Ｓ社訪問のきっかけは、大豆のとりま

�
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�
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とめを行う卸企業との取引関係先としてＳ社の社

長を紹介されたことです。そして、訪問時に農研

機構や農研機構が開発した新品種を説明しました。

Ｓ社は農研機構を全く知らなかったのですが、北

海道産黒大豆を使って黒大豆の商品を製造する中で、

できれば九州産の黒大豆を使いたいとの意向から、

九州向けの品種を探している最中でした。Ｓ社と

しては、研究機関としての農研機構のポテンシャ

ルの高さと、品種としての完成度、さらに産地化

へ向けた体制整備などに高い関心を示し、産地と

の直接取引を進めることで合意しました。�

　現在、直接取引に当たっては、今後取引量を

100t まで増やす目標を掲げ、取引産地の拡大と商

品化を進めています。なお、Ｓ社では、菓子業界

のネットワークをもとに商品化に参加するメーカー

の拡大を進め、そのため150tベースの原料を確保

することが必須の条件となってきています。なお、

取引単価も直接取引を通して高値になるよう調整

されており、生産者に対するメリットも大きくなっ

ています。�

　このように、メーカーと産地のマッチングに成

功したことで、クロダマル生産者拡大のための取

り組みを行政的に行うこととなり、新商品開発と

産地拡大が同時に進行しました。その結果、研究

開始時に0.2haしかなかった黒大豆の作付面積は、

平成21年度には16ha、22年度には約36haにまで

拡大しました。現在、九州地域で黒大豆の生産と

商品化に参画する加工企業は 5社、食品問屋や市

場は 2社、農業生産法人は約７社に増え、生産地

も大分、熊本、福岡の 3県にまたがる展開となっ

ています。その結果、現在のクロダマルの市場規

模は約2,000万円程度に成長しました。�

�

３．新品種普及における社会科学研究者の役割�

　クロダマルの展開を事例に、農研機構としての

取り組みを紹介しました。これらの取り組みから、

社会科学研究者として新品種の普及に関与するこ

との役割や効果を考えてみると、以下のようにま

とめることができます。�

　すなわち、①マーケティングリサーチの手法を

駆使し、黒大豆市場の動向分析、実需メーカーのニー

ズ分析、生産者のニーズ分析を実施し、その結果

を共有したこと、②大豆生産者と実需メーカーの

意識や情報の乖離を指摘し、情報を提供することで、

理解を促進させたこと、③実需メーカーの分析、

農業政策の分析などを通して、生産者と加工メーカー

双方にメリットのあるWin-Winの関係を構築でき

たこと、④黒大豆の生産から加工販売までの一連

のビジネスモデルをイメージし、産地化を図った

ことなどがあげられます。�

　これまで実践してきたクロダマルの取り組みから、

地域において黒大豆新製品が多数誕生し、九州に

おける新しい黒大豆産地の形成が進むとともに、

農商工連携モデルとして、各県から注目を集める

に至っています。�

　私たちのような社会科学研究者は、開発された

技術とその技術の市場性を客観的に評価した上で、

地域農業や企業の将来を構想し、地域経済全体の

ビジョンを構想することが必要であり、今後一層、

その能力と役割が期待されています。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

※詳細は「クロダマル産地化支援・直接取引支援マニュ

アル」　ht t p : / /kona r c . n a r o . a f f r c . g o . j p / t e am/  

Collaboration/soya/ をご参照ください。�

�

�
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図　開発されたクロダマル商品の一部�



　これまで、農産物販売における消費者ニーズ

把握の重要性が指摘されてきました。しかし、

それを単純なアンケート調査で探ろうとしても、

本当のニーズの実態は分からないと思います。

やはり、消費者を知るには、彼らが店舗で何を

見て、どう判断して買う買わないを決めている

のかを詳しく観察する必要があるのではないか。

本書は、このような想いから、消費者行動の分

析を目的に実施した共同研究の成果を８名の共

著として取り纏めたものです。�

　本書の特色は、購買行動に対する調査方法に

あります。具体的には、実際の店舗で消費者モ

ニター（合計128名）に通常と同じような買い

物を依頼するとともに、その際に、①購買時に

考えたことや感じたことを発話してもらい、Ｉ

Ｃレコーダーに記録する、②アイカメラで視点

の対象として何を、どの順番で、何秒見たかを

把握する、③精算前に商品を被験者に隠して、

購入品目の属性に対する記憶を確認する、④精

算後、視野映像を見ながら再度聞き取りを行う、

というものです。また、農産物直売所（小売店

舗型と観光型）と小売店舗（一般スーパーと高

級スーパー）というタイプの異なる店舗（合計

６店舗）で調査し、店舗間の比較を行ったこと、

さらに、店内の常設POPに対して調理例等を

付加した試験POPを作成し、それが購買行動

に与える影響を実験的に確認しようとしたこと

も、本書のオリジナルな点です。�

　このような分析を通して、消費者の青果物購

買の特徴がいくつか明らかとなりました。その

一例として購買行動の平均像を示すとすれば、

①消費者は小売店舗に 22分滞在し、うち 7分

を青果物購買に費やしつつ移動と滞留を繰り返

し、1品目 1分程度の時間をかけながら購入検

討を行っている、②小売店舗では商品と POP

を概ね８対２の割合で見て、そこにある価格や

品質などの情報と家の在庫状況等の記憶を重ね

合わせながら商品を検討している、③一般スー

パーでは価格を中心に１～２の限られた属性の

み考慮しており、POPと商品をごく短時間交

互にチエックし、お買得と判断すると、品質に

問題がないかを確認して購入決定している、④

農産物直売所では、商品により価格や品質が異

なることからPOPはほとんど注視されず、う

つむいたまま平置き棚の商品を次々と見ている

等の点です。この他にも、小売店舗特性による

違いや試験POPの効果など興味深い知見が得

られましたが、その詳細は本書を参照して下さ

い。�

　なお、消費者は多様であり、人によって重視

する属性や購買行動のパターンはかなり異なり

ます。その背景にどのような要因があるのかは

今後追求すべき魅力的なテーマです。また、農

産物直売所の開設者等と連携して商品棚の配置

やPOPのコンテンツを工夫し、その効果を実

証的に明らかにできれば、農業経営研究として

の実践性もより高めていけるのではないかと考

えています。�

[農林統計出版、2009年、158ページ ]

自著紹介�

青果物購買行動の特徴と店頭マーケティング�

中央農業総合研究センター・研究管理監�
専門分野は農業経営学、水田農業論、経営管理論�

著書に「転換期における水田農業の展開と経営対応」農林統計協会 ,2008年など�

梅本　雅（うめもと まさき）�
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先進的JAの青果物販売：営業と産地組織�

現地便り�

中央農業総合研究センター・マーケティング研究チーム主任研究員�

森江昌史（もりえ まさし）�

　2006 年、JA販売事業改革の一環として「新生

全農　園芸事業改革基本方針」がまとめられました。

同方針は、販売面で①直販（卸売市場での委託販

売を除いたもの）の拡大、②輸入青果物に対抗す

るための加工･業務用販売の強化をポイントにし

ました。そうした事業改革が図られている背景と

して、生産・流通・消費の変化が挙げられます。

たとえば、生産では、高齢化や後継者不足などに

よる JA生産部会の弱体化への懸念、従来の委託

販売に飽き足らない生産者の増加などです。�

　もっとも、上述した事業改革を先取りするように、

見方をかえると同改革のモデルのように、販売事

業を展開する先進的 JAがいくつかあります。そ

の中から以下では、大都市近郊の JA富里市（千

葉県）、遠隔地の JAふくおか八女について青果物

販売の特徴などを簡単に紹介します。�

  北総畑作地帯の一角にあるJA富里市では、農産

物販売額72.6億円のうち、卸売市場出荷など従来

型の販売が 53.3％、企業との直接取引が 38.5%、

その他（直売所など）が8.2％を占めています（'08

年度）。園芸作の盛んな JA八女では、青果物販売

額 153.5 億円のうち、企業との直接取引が 25.6%、

その他が74.4％を占めています（'08年度）。この

ように両 JAとも直接取引の割合が高く、また卸

売市場を経由した契約的取引を含めれば、企業と

の取引割合がさらに高まります。�

  両 JAの主な特徴として、第一に営業重視の姿勢

が挙げられます。背景には、さまざまなニーズを

把握し、いろいろな商品（規格）を適合的に販売

する事業意図があります。したがって、事前に購

買者を特定できない卸売市場での委託販売よりも、

商談の余地がある企業との取引が推進されています。

そのため、取引先を開拓するとともに、取引関係

を管理（維持･強化）する営業が重要視されるの

です。JA八女の場合、広域合併した1996年から、

消費地営業の拠点として東京事務所を開設し、現在、

正職員２名を常駐させています。連合会ではなく、

単協が遠隔地に営業所を構えることは、とても珍

しいケースです。その東京事務所は、首都圏を中

心に営業活動を担い、本所の販売業務を補完して

います。�

  第二の主な特徴として、取引先のニーズ等に応

えるための組織上の工夫が挙げられます。JA富里

市の場合、加工･業務用の新規取引では、取引先

のニーズに適した品種の選定、試験栽培などをへ

て契約し、その後、JAが栽培を委託する生産者を

さがして組織します。小売企業との直接取引も同

じように、契約を履行するため、既存の品目別生

産部会と別に生産者を組織しています。それらの

組織は、生産部会への加入･未加入の別もJA管内･

管外の別も問わず、生産者の能力や責任感などを

踏まえ、JAが柔軟かつ選別的に作ったものです。

対照的に JA八女の場合、直接取引用の青果物は、

既存の品目別生産部会からの、いわゆる抜取り（買

取方式と二次精算方式の併用）がほとんどです。

また共販率が高いため、生産部会の枠外で生産者

を組織化せず、有機青果物の生産者も生産部会体

制に組み入れています。�

　以上、先進的 JAによる青果物販売の主な特徴、

つまり営業重視の姿勢と組織上の工夫とを略述し

ました。ただし、簡単な内容紹介であり、また模

倣しにくい内容が含まれているかも知れません。

それでも、青果物の生産・流通・消費が変化しつ

つある中、多少とも参考になれば幸いです。�
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地域伝統野菜「清水森ナンバ」復活への取り組み�

現地便り�

元青森県つがる農産物加工センター所長�

中田嘉博（なかた よしひろ）�

　青森県弘前市には、約400年前に津軽藩祖為信

公が京都から持ち帰ったと伝えられる在来種のト

ウガラシがあります。昭和30年頃には約 10haの

大産地でしたが輸入トウガラシに押され激減し、

平成に入って栽培農家が１戸になり消滅が危惧さ

れました。平成９年に、長年、弘前大学でトウガ

ラシを研究していた嵯峨紘一先生の講演をきっか

けに、大振りで辛味成分が少なく独特の芳香と風味・

甘みがありビタミンC・E含量が多いという良さ

が見直され、大学（園芸学・農業経済学関係者）、

県（普及・加工研究）、県特産品センター（青森

県物産振興協会の委託でアンテナショップを運営）

による「清水森ナンバ」復活プロジェクトがスター

トしました。平成 16 年には「在来津軽清水森ナ

ンバブランド確立研究会」を組織し、地域伝統野

菜の復活とブランド化に取り組んでいます。�

　研究会は農商工学官が連携して活動し、各方面

からモデル的組織として注目されています。生産・

流通・販売に直接関係する生産者や加工業者、飲

食業者、特産品センターが会員となり、大学は作

物特性や遺伝子研究のほか組織運営等のアドバイス、

県は技術指導と加工品開発、農協は育苗、特産品

センターは事務局として集荷とアンテナショップ

等販売やPRと、役割を分担しています。�

　栽培は会員農家に限定し、土壌分析と栽培暦に

則った生産を徹底しており、現在では生産者40名、

栽培面積50ａ、生産量10数ｔまで拡大しました。

青トウガラシ生産量の半数を農家が農産物直売所・

朝市・量販店地場野菜コーナーで直売しています。

直売以外は特産品センターが全量集荷しており、

青トウガラシは加工業者が醤油漬けに、赤トウガ

ラシは特産品センターが一味等に加工して販売し

ています。最近は菓子店やレストランがトウガラ

シ粉を使った菓子やカレーに利用するほか、大学

生協、高校生による新商品・新調理法の試作開発

など、地域で関心が高まってきました。�

　本取り組みの大きな特徴は、特産品センターが

在来津軽「清水森ナンバ」を商標登録し、会員農

家の直売以外は特産品センターの一元集荷・販売

体制をとっていることです。特産品センターが地

元及び首都圏のメディアを通してテレビ・新聞・

機関誌等でPR活動を積極的に進めた結果、おい

しい「清水森ナンバ」のブランド評価が弘前市周

辺で定着してきています。�

　筆者は平成 19 年に県を定年退職、就農と同時

に清水森ナンバの実証展示圃を担当し、仕立法や

収量・労働時間・生産費、栽培特性を把握すると

ともに、日曜朝市に参加して青トウガラシと「塩

から」（青トウガラシの惣菜）を対面販売してい

ます。その中で、作物の特徴や調理法について消

費者との意見交換が消費拡大に効果がある一方、

手作り食品の提供が収益向上につながることを実

感しているところです。�

　このように関係者の努力により伝統野菜「清水

森ナンバ」は復活しましたが、今後は、①シーズ

ン（７月始め～ 10 月末）を通して清水森ナンバ

の特徴的形質を持った果実を収穫する技術、②果

実の成長に従って辛味が増すので辛味の判定基準、

同時に外形上の選果基準の作成、③加工品開発、

④調理法の拡大等により、ブランド力の強化を進

めることにしています。この実現には、販路をど

こまで拡大するのかや、そのための集出荷体制の

あり方、収穫から集荷までマネージメントできる

担当者の育成などが課題となっています。�
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　本号から、毎回の編集のねらいを編集後記とし
て書き留めることとしました。�
　今回の巻頭言は、農林水産省で白書や政策評価
を担当されている櫻庭情報評価課長にお願いしま
したが、特に印象深いのは、アウトカム志向の重
要性を指摘されていることです。私たちは、研究
成果については、これまで学術論文としての公表や、
成果情報等による広報に重点を置いてきました。
いわばアウトプットを重視してきたわけです。し
かし、これからは、それら研究成果が社会にいか
なるインパクトもたらすのか、その社会的意義に
ついても意識し、説明責任を果たしていく必要が

あるでしょう。これが、アウトカム志向なのだと
思います。�
　このような社会科学研究の成果をもとに社会に
直接働きかけようとする取組みは少しずつ始まっ
ています。本号及び次号で紹介する水田放牧や、
大豆新品種の普及に向けた成果などは、そのよう
な研究成果の現地実証の一例と言えるでしょう。�
　本誌の他の成果についても、その意図やねらい
を紹介したいと考えていましたが、紙幅がつきて
しまいました。これからも、我々の成果を広く伝
えたいという編集委員会の想いを、いろいろな形
で紹介していきたいと考えています。　（梅本　雅）�

編集後記�

〈本号で紹介した著作等〉�

黒大豆「クロダマル」100％の餡を使った鯛焼き� クロダマルのリーフレット�

収穫前の清水森ナンバ� 清水森ナンバの商品�
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